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JUIDA、ドローンポート登録制度をスタート  
 

 

一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会（所在地：東京都文京区、理事長：鈴木真二 以下：JUIDA）は、「空

の産業革命」を拓くと期待される無人航空機（ドローン）産業において、新たな産業・市場の創造に取り組んで

います。「物流元年」と位置付けられる本年、省令改正により山間部での利活用が期待されるドローン物流につい

て、ドローンポートの開発面においてブルーイノベーション株式会社(本社:東京都文京区、社長:熊田 貴之、以

下ブルーイノベーション)、地域における事業運用面において長野県伊那市の参画のもと、この度、ドローンポー

ト登録制度をスタートさせます。 

 

■ドローンポート登録制度の概要 

JUIDA はわが国におけるドローンの利活用において最も課題であると考えられる「飛行空路確保の難しさ」と

いう点を解消すべく、ドローンポート登録制度を開始します。同制度は、ドローンポートを利用したい人と管理・

運営する人をマッチングし、また、ポート利用者、ポート運営者にとって必要なサポートを提供するサービスで

す。ドローンポート利用者と運営者をマッチングすることで、利用者は探すのに手間取ったりすることなく利用

でき、また、運営者も効率的にビジネスを進められます。この他、パートナー企業がポート設置のサポートを行

うことでポート設置を促進でき、空路開設･飛行申請のサポートによりポートの利用も促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ドローン物流元年」始動に向けた、インフラ環境普及整備の第一歩 
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■背景 

2015 年 11 月 5 日、官民対話にて「3 年以内にドローンを使った荷物配送を目指す」との政府指針が出されて

以降、2018 年に無人地帯での目視外飛行(レベル 3)の利活用として離島･山間部での物流(荷物配送)の実現を目

指し、目視代替機能と安全性確保のためにドローンポートの開発が進められ、昨年、ブルーイノベーション、東

京大学、他、数社が共同で長野県伊那市にて 3 度の実証実験を行いました。また、JUIDA では目視外飛行を活用

したドローン物流の安全な運航を実現する為に、昨年からドローン物流を業として実施する事業者に向けて、「無

人航空機による物流に関する安全ガイドライン」を整備すべく、物流会社や通信会社、弁護士、損害保険会社、

国立研究機関、機体メーカー、電力会社、ドローンサービス提供会社などから構成される「JUIDA 物流ガイドラ

イン作業 WG」を立ち上げ、昨日当該ガイドラインを発表しました。今夏の航空法の省令改正を控え、ドローン

物流は本格普及の時期を迎えますが、そのためには全国各地にドローンポートが普及し誰もが活用できる環境整

備が必須であり、JUIDA では、JUIDA 物流ガイドラインを活用した運用を啓蒙していく事に加え、いち早くド

ローンポート登録制度をスタートさせることといたしました。 

■ドローンポート登録制度の取組み 

 JUIDA では、ドローンによる物流を利用されたい方のために、「空の道と空の駅を拓く」を目的にドローンポ

ート登録制度を推進していきます。ドローンポート管理･運営者と、ドローンポート利用者をマッチングさせる

他、ポート利用者、ポート運営者にとって必要なサポートを提供し、利用しやすい環境を整えていきます。将来

的にはネット上での地図情報等での公開も構想として考えています。 

ブルーイノベーションはドローンポート管理･運営者にドローンポートシステムの開発･提供を行います。伊那市

は市内での空路開設のサポートや市内でのドローンポート設置支援などを行い、昨年の実証実験の経験も踏まえ

て行政の立場から地域における物流を推進してまいります。本サービスは、今年秋頃にスタート予定です。 

■ドローンポートの開発取組みについて 

ブルーイノベーションでは、東京大学と共同で、安心安全な離着陸を実現するドローンポートの研究開発に取

り組んでまいりました*1。通常の GPS による位置測位では、数 m の誤差が出てしまったり、電波が途切れたり

する可能性があるのに対して、物流ドローンポートシステムではドローンポート上の画像を認識することで高精

度に着陸が可能になります。また、人が立ち入っている場合や風速が飛行に対して危険な水準である場合は、離

着陸を禁止させることができる機能を備えており、安全な運行を実現しています。 

さらに、ブルーイノベーションが実現している運行管理システムでは、機体と無線通信することで、機体の飛

行計画や位置情報などの様々な情報を統合し、安全な飛行を実現しています。また、ドローンポート PC とも通

信しており、周囲の風速状況や人の立ち入り状況を運行管理システムへ伝達することで、安心安全な離着陸を実

現しています。今後はバッテリーの残量、飛行ログなどの情報収集も予定しております。 

■無人航空機による物流に関する安全ガイドライン 概要 

無人航空機による物流に関する安全ガイドラインは、民間企業が主体となり無人航空機運用の指針を規定する

ことにより、無人航空機を用いた物流事業の合理化や事業への新規参入を促すことを通じて、拡大する市場需

要に応え、わが国の経済の発展を促進することを目的としています。 

 本ガイドラインの作成においては、過去４回の作業 WG を開催し最大 26 の委員メンバーに参加頂きまし

た。メンバーの構成としては、物流会社や通信会社、弁護士、損害保険会社、国立研究機関、機体メーカー、

電力会社、ドローンサービス提供会社など幅広い企業の協力を得るとともに、オブザーバーとして関連行政機

関などが参加し、多角的な視点からガイドラインを検討しました。 
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■一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会(JUIDA) 概要 

一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会(JUIDA)は、近年飛躍的な発展を遂げている無人航空機システム

（UAS）の、民生分野に おける積極的な利活用を推進し、UAS 関連の新たな産業・市場の創造を行うととも

に、 UAS の健全な発展に寄与することを目的として、2014 年 7 月に設立されました。JUIDA は、国内外

の研究機関、団体、関係企業と広く連携を図り、UAS に関する最新情報を提供 するとともに、さまざまな民

生分野に最適な UAS を開発できるような支援を行っています。 

代表者：理事長 鈴木真二 

URL：http://uas-japan.org/ 

 

■ブルーイノベーション株式会社 概要 

代表者：代表取締役社長 熊田貴之 

設立：1999 年 6 月 10 日 

URL：http://www.blue-i.co.jp/ 

事業内容：ドローンパイロット支援事業、法人向けサービス事業、公共向けサービス事業の他、現在は、 

複数のドローン・ロボットを遠隔で制御し、統合管理するためのベースプラットフォームである Blue Earth 

Platform（BEP）を基軸に、点検、警備、物流、教育・安全、エンターテインメントの 5 つの分野でサービ

ス展開しています。 

 

■長野県伊那市 概要 

伊那市は、平成２８年７月に、経済産業省の「地方版ＩｏＴ」推進ラボ第１弾に選定され、伊那市を実証フィ

ールドとして、全国の企業の皆様とともに様々な先駆的事業を展開してきました。今回の「ドローンポート登録

制度」においては、伊那市の役割として、次の２つの面を考えています。 

１つ目は、「定期空路の開設支援」。ドローン物流の課題として、万が一の墜落等を想定したリスク回避が必要

です。伊那市では、中心市街地と中山間地域を結ぶ主要河川（三峰川）にて、この河川区域上空をドローン専用

空路（INA アクア・スカイウェイと名付けている。）として自由に飛べる運行ルートの整備を準備しています。

また、もう１つの課題として、民有地上空を飛行する場合の「第三者上空ルール」に基づく地権者の承諾を取る

必要がありますが、これについては、地図情報システムを用いてスピーディーにリスト化し、スムーズな交渉の

場を設定するなどの側面的な支援を行っていく予定です。 

２つ目は、「ドローンポートの設置支援」です。ドローン物流の初期段階において、個々の個人宅へのポート設

置は、多額の設備投資や住宅敷地内の土地利用上の問題など高いハードルが想定されますが、まずは地域の公民

館や集会施設などへの設置を優先させ、例えば、公民館等の会場へ届けるといったようなサービス展開が考えら

れます。 

 

 

*1 平成 28・29 年度 国土交通省「交通運輸技術開発推進制度」委託事業「交通運輸分野の国際競争力強化・新市場の創出  

－国際競争力強化に向けた物流の効率化に資する技術開発－ 物流用ドローンポートシステムの研究開発業務」 

 

【本リリースに関する問い合わせ先】 

一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会 広報担当 電話：03-5244-5285 E-mail：info@uas-japan.org 


